
 　たんの吸引等の特定行為（以下「医療的ケア」という。）を行うことができる介護
職員等を養成する研修を実施するには、事業所が所在する都道府県において研修機関の
登録を受ける必要があります。
	【登録基準】（法附則第８条、省令附則第１１条）
① 法に定める研修内容について実施すること
② 実務の関する科目の講師は、医師・保健師・助産師・看護師とすること
③ 研修を適正・確実に実施する基準に適合すること
・ 十分な数の講師が確保されていること
・ 研修に必要な備品等を有すること
・ 喀痰吸引等研修の経理的基礎を有すること
・ 講師に関する書類を備えること
・ 研修修了者の名簿を作成し、管理すること
・ 研修修了者一覧表を都道府県知事に提出すること
　※ 講師については、指導者養成事業を修了していることが望ましいこと。
※ ③については、申請書添付書類の登録適合書類で確認します。



◆ 研修課程について
・ 研修課程は、修得する医療的ケアに応じて、下表のとおり３つの類型に分けられています。
・ 研修課程の３類型のうち、すべてを実施することも１類型のみを実施することもできます。（第３号研修のみの登録も可）
	研修課程
	医療的ケア対象者
	実施できる医療的ケア

	第１号研修
	不特定多数の者
対象
	喀痰吸引：口腔内・鼻腔内・気管カニューレ内部
経管栄養：胃ろう又は腸ろう、経鼻

	第２号研修
	
	第１号研修の内容のいずれかの行為

	第３号研修
	特定の者対象
	第１号研修の内容のうち、特定の者に対する必要
な行為


◆ 具体的な研修内容について
各研修課程においては、法及び省令で定められた以下の内容を満たす必要があります。
	研修課程
	基本研修
（講義）
	演　習
	実地研修

	第１号研修
	５０時間
	喀痰吸引及び経管栄養
【全行為各５回以上】
＋
【救急蘇生法１回以上】
	《喀痰吸引》
・口腔内１０回以上
・鼻腔内２０回以上
・気管カニューレ内部２０回以上
《経管栄養》
・胃ろう又は腸ろう２０回以上
・経鼻２０回以上

	第２号研修
	
	
	

	第３号研修
	８時間
	１時間
	医師等の評価において、受講者が習得すべき知識及び技能を修得したと認められるまで実施


· 基本研修（講義）終了後、筆記試験を実施する必要があります。

	<申請書>　
　　　様式第８号（その１） 登録研修機関登録申請書
　　※ 登録研修機関は５年ごとに更新申請を行う必要があります。
　　　様式第９号　登録研修機関登録更新申請書　（更新申請書には下記②～④を添付）
　　　
<申請書に添付する書類>　　
　　① 申請者が法人の場合は、法人の定款又は寄付行為及び登記事項証明書、個人の場合は、住民票の写し
　② 社会福祉士及び介護福祉士法附則第7条の規定に該当しない旨の誓約書
　③ 登録研修機関　登録適合書類　　※下表の書類を添付
④ 実地研修の一部を委託する場合は、その委託先に関する書類
　　


　
《登録適合書類》
	要
件
	適合要件
	添付する書類

	
	<研修内容>

	
	　喀痰吸引等に関する法律制度及び実務に関する科目について講習を行うこと
	カリキュラム表

	
	<講師の要件>

	
	　喀痰吸引等に関する実務に関する科目の講師は、医師、看護師、保健師、助産師の資格を保有していること
	講師履歴書及び免許証の写し

	
	<研修の実施内容>
	

	
	① 受講者の数を勘案した十分な数の講師が確保されていること
	講師一覧表

	
	② 研修に必要な機械器具、図書
	備品及び図書目録の一覧表

	
	③ 研修業務を適正に実施するために必要な経理的基礎を有すること
	決算書類

	
	④ 講師の氏名及び担当する科目を記載した書類を備えること
	講師履歴書及び講師一覧表

	
	⑤ 研修修了者の名簿を作成し、業務廃止まで保管すること
	－

	
	⑥ 課程ごとの研修修了者一覧表を定期的に都道府県に提出すること
	－


　
· 申請書添付書類 ③登録適合書類には、「業務規程」も添付してください。
【業務規程に定めなければならない事項】
　　ア　研修の受付方法、実施場所、実施時期、実施体制等研修の実施方法に関する事

　　　項

　　イ　研修に関する安全管理のための体制に関する事項

　　ウ　研修に関する料金に関する事項

　　エ　研修の業務に関して知り得た秘密保持に関する事項

　　オ　研修の業務の実施に係る帳簿及び書類の保存に関する事項

　　カ　開講目的
　　キ　研修事業の名称
　　ク　実施する研修課程
　　ケ　研修講師氏名一覧
　　コ　実地研修実施先一覧（施設等であって事前登録が可能な場合に限る。）
　　サ　研修修了の認定方法
　　シ　受講資格

　
◆ 登録研修機関として登録申請した内容に変更が生じた場合
次の事項を変更しようとするときは、あらかじめ「様式第10号 登録研修機関変更登録届出書」を提出してください。
① 氏名（法人の場合はその名称及び代表者の氏名）
② 住所（法人の場合は法人の所在地）
③ 事業所の名称
④ 事業所の所在地
⑤ 研修業務開始予定年月日
   ◆ 業務規程の内容を変更する場合
業務規程の内容を変更しようとするときは、あらかじめ「様式第11号 登録研修機関業務規程変更届出書」を提出してください。
　 ◆ 研修課程を追加したい場合
　　　　研修課程を追加して登録を受けたい場合には、「様式第８号（その２）喀痰吸引等研修の課程追加登録申請書」を提出してください。
　　　　※追加登録申請書には、「登録研修機関登録適合書類」を添付してください。
◆ 登録研修機関を休止又は廃止をしたい場合
　　　 登録研修機関を休止又は廃止をしたい場合には、業務を休止又は廃止する日の１月前までに「様式第12号 登録研修機関休止・廃止届出書」を提出してください。

　〒　４２０－８６０１　　静岡市葵区追手町９番６号
　　　　　　静岡県健康福祉部福祉長寿局福祉指導課　　TEL ０５４－２２１－２４０９
　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL ０５４－２２１－２５３１
登録研修機関の登録について





申請書類





【業務規程作成に当たっての留意事項】


登録研修機関は、実施事業者に所属する職員以外にも、受講希望者を受入れるものであることから、実施案内や受講資格、研修費用、評価方法等に関する定めについては、その公平性に留意してください。





その他の手続き





問合せ・書類提出先








